










Ⅰ.研究目的 

わが国における遺伝相談は欧米に比し,大きく立遅れており,豊富な知識や優秀な技術を有

する専門家は比較的少なく,地域により差異がある。したがって遺伝相談の現状は組織的に

行われているとはいえず,その活動は充分満足できるものではない。 

遺伝相談をより効果的なものとするためには,地域相互間の援助,統一などネットワークを

組んで組織化する必要がある。そのためにナショナル・センターやブロック別センターの

設置が考えられる。本研究は,将来これらの機関が設置され,何らかの形でネットワークが

組まれるような場合,どのような機能をもつべきかについて検討し,答申するのを目的とし

,昨年度に引きつづいて行われた。 


